
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

給食支援事業【物価高騰対応】（町立
小中学校分）

①当町の総合調理センターに対し、物価高騰の影響を受
ける食材料費について町が負担し、支援することで、保護
者に追加負担を求めることなく、児童への学校給食の安定
供給を維持する。
②学校給食費助成金（町立小中学校・物価高騰に係る部
分　一人につき月額774円）
③774円×1,895人×11カ月分＝16,134,030円（積算に教職
員の給食費は含まれていない）
④岐南町総合調理センター
※特定事業者等への１千万円以上の支援事業であるた
め、別紙１の様式により事業内容をHPに公表予定。

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

水道料金減免事業【物価高騰対応】

①物価高騰の影響を受けた町民や事業者の経済的負担
を軽減するため、1か月2,000円を上限に2カ月間、上水道
料金を減免する。
②上水道事業会計に補助金を繰り出し、上水道料金の減
免（月の請求金額から2,000円を上限）に係る費用必要な
事務費（システム改修等）
③上水道事業補助金
 　減免額　43,736,000円（対象件数　東地区6,162件　西地
区4,772件）
　システム改修費等　2,200,000円
④水道事業（町民、事業者（官公庁は除く））
※特定事業者等への１千万円以上の支援事業であるた
め、別紙１の様式により事業内容をHPに公表予定。

R7.6 R8.3
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